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１．はじめに 

 

消費ニーズの多様化や国際的な販売競争の激化に伴い，

サプライチェーン形成の効率化が顕著にみられる．サプ

ライチェーンマネジメントの進展によって，ロジスティ

クスに関する意思決定が，サプライチェーン全体で行わ

れるようになってきている．また，都市内，都市間，国

際の各領域において，物流施策の実施が検討されている

が，物流はサプライチェーン上の各過程で営まれるので，

物流施策による影響は施策実施領域だけでなく，サプラ

イチェーン上の各所に波及する可能性がある．したがっ

て，物流施策の効果はサプライチェーン全体で評価すべ

きであり，適確な物流施策を実行するためには，サプラ

イチェーン形態に伴う流通特性を把握する必要がある1)． 

本研究では，その第一段階として，サプライチェーン

ネットワーク均衡(SCNE: Supply Chain Network Equili-

brium)モデルを用いて，仮想的なサプライチェーンネッ

トワークを対象として，都市物流施策の影響や流通経路

の相違に伴う商品取引量や商品価格の変化に関して基礎

的検討を行う． 

 

２．モデルの定式化 

 

本研究では，サプライチェーン上の行動主体が2主体

（製造業者，消費市場）の場合，3主体（製造業者，小

売業者，消費市場）の場合，4主体（製造業者，卸売業

者，小売業者，消費市場）の場合を想定する．その際，

既存の2主体と3主体の場合のSCNEモデル2)に加えて，

本研究では4主体の場合のモデルを提示する．また，製

造業者，卸売業者，小売業者については，施設費用を明 
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図-１ サプライチェーンネットワーク（4主体の場合） 

 

示的に考慮する．以下では，4主体で構成されるSCNE

モデルについて，その定式化を示す． 

4主体の場合，図-1に示すように，ネットワーク上に

は，m個の製造業者，n個の卸売業者，o個の小売業者，

p個の消費市場が存在すると仮定する． 

 

（１）製造業者の行動 

製造業者iの行動は，利潤最大化を目的関数として，

以下のように表される．なお，式中の*は均衡解を表す． 
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なお，生産費用には材料費や設備費等が含まれる．

また，取引費用には輸送費用が，施設費用には土地代や

施設の維持管理費が含まれる． 

 

（２）卸売業者の行動 

次に，卸売業者 j の行動は利潤最大化を目的関数とし

て，以下のように定式化できる． 
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ここに， 

ρ2j ：卸売業者 jの販売価格 

qjk ：卸売業者 jと小売業者 k間の商品取引量 

cj ：卸売業者 jの保管費用関数 

gj ：卸売業者 jの施設費用関数 

 

 （３）小売業者の行動 

小売業者 kの行動は卸売業者と同様に以下のように定

式化できる． 
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ここに， 

ρ3k  ：小売業者 kの販売価格 

qkl  ：小売業者 kと消費市場 l間の商品取引量 

Q
2 ：qklを要素とするno次元列ベクトル 

ck ：小売業者 kの保管費用関数 

cjk ：卸売業者 jと小売業者 k間の取引費用関数 

gk ：小売業者 kの施設費用関数 

 

（４）消費市場における消費者の行動 

消費市場lにおける消費者の行動は，以下の均衡条件

により記述できる． 
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ここに， 

ckl ：小売業者 kと消費市場 l間の取引費用関数 

Q
3
 ：qklを要素とするop次元列ベクトル 

ρ4l ：消費市場 lの商品価格 

ρ4 ：ρ4lを要素とする l次元列ベクトル 

 dl ：消費市場 lの需要関数 

 

 （５）ネットワーク全体の均衡条件式 

 各主体が以上のように行動するとき，ネットワーク全

体の均衡条件は，以下の変分不等式の解と等価になる． 
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γｊとδｋは，それぞれ式(4)と式(6)についてのラグラン

ジェ乗数であり，γはγｊを要素とするn次元列ベクトル，

δはδｋを要素とするo次元列ベクトルである．式(9)の第1

項から第6項までの乗算記号前部の関数群を，それぞれ

Fij, Fjk, Fkl, Fj, Fk, Flと表し，F(X)をF(X)=(Fij,Fjk,Fkl,Fj,Fk, 

Fl) i=1,･･･,m, j=1,･･･n, k=1,･･･,o, l=1,･･･,pと表される関数群のベクトル

とする．また，X=(Q
1
,Q

2
,Q

3
,γ,δ,ρ4)とする．このとき式(9)

は，空間R
mn+no+op+n+o+pの閉凸部分集合Sについて， 

　　　 SXXXXFSX ∈∀≥−∈ ,0),(,
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を満たすような点X
*∈Sを求める問題となる．  

Xの要素は全て非負の値をとるので，式(10)は，「X
*
 ≥

0, F(X
*
)≥0, <F(X

*
), X

*
>=0」を満たすX

*を求める非線形

相補性問題に帰着されるため，非線形方程式F(X)=0の解

X
*を求めればよい3)．なお，数値解法としては，修正射

影法2)(modified projection method)を用いることにより，

均衡解を算出できる． 

 

３．ケーススタディ 

 

 （１）問題設定 

 本研究で用いるサプライチェーンネットワークは，仮

想的なネットワークであり，主体数がそれぞれ，製造業



者2社，卸売業者3社，小売業者4社，消費市場5箇所

とする．その空間的配置は図-2の通りである． 

 

 （２）基本ケース（ケース 0）  

図-2 に示すような 4 主体で構成されるサプライチェ

ーンネットワークをケース 0 とする．このとき，式(11)

～(16)に示すように，種々の関数形は，既存の研究 2)を

基にして設定した．ただし，現実問題のサプライチェー

ンに近づけるために，中国における日本企業の現地法人

および国内法人の売上高に占める生産費用の割合 4)を参

考にして，パラメータ値を調整した． 
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（３）ケース1：都市内配送が効率化された場合 

 基本ケースと比較して，都市内配送が効率化されて，

取引費用が減少された場合を考える．具体的には，既往

の都市内配送に関する研究5)から，都市内配送が効率化

された場合の効果として，同一都市内の小売業者と消費

市場間の取引費用が基本ケースの20％減になるように設

定した． 

ケース1の計算結果の一例として，各都市の小売業者

と消費市場間の商品取引量について，ケース0に対する

ケース1の増減を表-1に示す．取引費用が削減された全

てのリンク（表-1の網掛部）において，取引量がケース

0よりも大きく増加している．このとき，需要量の総和

や最終的な商品価格には大きな変化が生じなかったこと 

図-２ ケース0のサプライチェーンネットワーク 

 

表-１ ケース0に対するケース1の取引量の変化率 

福岡 広島 大阪 東京
37.2 -16.2 -20.4 -29.6 -0.5

-16.2 37.2 -20.4 -29.6 -0.5

-10.7 -10.7 29.0 -17.7 0.0

-6.7 -6.7 -7.5 22.7 1.3

1.3 1.3 -1.9 -10.3 -2.4

東京
仙台

総需要量
消費市場
福岡
広島
大阪

小売業者増減率(％)

 

 

から，小売業者と消費市場が両方とも立地する都市では，

他の都市からの輸送を都市内配送に転換するものと考え

られる．また，東京のような大消費地では，需要量に対

する取引費用削減のインパクトが大きいので，結果とし

て需要量そのものも増加する可能性がある． 

 

（４）ケース2：貨物車の都市内流入を規制した場合 

ケース0のネットワークにおいて，貨物車に対して他

の都市から東京への流入が規制された場合を想定する．

規制に伴い，取引費用が10％増加するものと仮定する． 

表-2は，各リンクの取引量について，ケース0に対す

るケース2の増減を示したものである．他の都市から東

京への取引量が減少し，東京の都市内取引量が増加して

いる．それに伴い，東京から他の都市への取引量が減少

する傾向にあることがわかる．この結果においても，需

要量の総和や最終的な商品価格には大きな変化が見られ

なかったことから，都市内流入規制に伴う取引費用の上

昇は，各リンク間の取引量に影響を及ぼすが，ネットワ

ーク全体の総取引量に対しては，さほど影響しないもの

と考えられる． 
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中国 広島 福岡 広島 東京 福岡 広島 大阪 東京
1.2 -1.9 1.7 2.1 -4.8 3.3 5.6 5.8 -9.6 1.6

1.2 -1.6 2.1 1.7 -4.8 5.6 3.3 5.8 -9.6 1.6

2.0 2.0 -4.5 3.7 3.7 2.7 -4.2 1.6

-4.1 3.6 -4.1 -4.1 3.1 -6.0 -6.0 -6.0 4.6 -3.0

4.9 4.9 5.0 -8.3 1.6

変化率(％) 製造→卸売 卸売→小売 小売→市場

東京
仙台

総需要量
着地＼発地
福岡
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大阪

表-２ ケース 0 に対するケース 2 の取引量の変化率  
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図-３ ２主体で構成されるサプライチェーンネットワーク    図-４ ３主体で構成されるサプライチェーンネットワーク 

 

（５）ケース3：流通経路の比較分析 

4主体のネットワーク（ケース0）の結果を，卸売業

者を除いた3主体で構成されるネットワーク，および，

卸売業者と小売業者を除いた2主体で構成されるネット

ワークとの結果を比較することにより，流通経路の相

違による各主体の利潤，および，市場価格の変化を考

察する． 

一般的には，ネットワーク上に存在する主体数が少

ない方が，消費者は商品を低価格で購入可能で，かつ，

消費者以外の主体が得る利潤も増加するので，ネット

ワーク全体として効率的であるといえる．例えば，最

終低に消費者が支払う費用に占める製造業者の利潤の

割合は，2主体，3主体，4主体でそれぞれ，42％，32％，

26％であった． 

しかし，ケース3では，消費者について2主体よりも3

主体の方が有利となった．それは，市場価格がそれぞ

れ，2主体の場合で281.68，3主体の場合で281.35，とい

う結果が算出されたことからいえる．この結果は，本

研究での条件設定，すなわち， 2主体の場合の保管費

用は製造業者2社が負担し，3主体の場合の保管費用は

小売業者4社が負担することに依存している．保管費用

の関数を2次の単調増加関数と設定しているので，保管

を担う主体の1社当たりの取扱量は2主体の方が大きく

なるので，関数の性質上，2主体の場合の方が保管費用

について，より大きな負担をすることからネットワー

クの優劣が逆転したものと考えられる． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，施設費用を明示的に考慮した，4主体で 

構成されるSCNEモデルを定式化し，そのモデルを用い

て，都市物流施策の影響や流通経路の相違に伴う商品

取引量や商品価格の変化に関する基礎的検討を行った． 

その結果，都市物流施策の影響は，施策が実施され

た当該都市のみならず，サプライチェーンネットワー

ク全体に影響が及ぶことが示された．また，主体数の

相違によるサプライチェーンネットワークの優劣は，

一般的には主体数が少ないほど有利であると考えられ

るが，保管費用や取引費用しだいでは，優劣が逆転す

る可能性があることも示唆された．  
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